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§略歴紹介
【所属・役職】

総務部市⻑政策室⾏政経営係 参事

●平成16年4⽉ 豊野町役場（現・宇城市）⼊庁 税務課
●平成17年1⽉ 豊野⽀所市⺠課（税務）
●平成18年4⽉ 豊野⽀所総務課（防災消防／防犯）
●平成19年4⽉ 豊野⽀所総合窓⼝課（同上）
●平成21年4⽉ 経済部商⼯観光課（観光物産）
●平成25年4⽉ 豊野⽀所総合窓⼝課（経済建設）
●平成27年4⽉ 総務部⾏政改⾰課
●平成29年4⽉ 総務部市⻑政策室

※平成30年6⽉〜都市⾃治体における⼈⼯知能利活⽤に関する研究会委員に就任
（30年度限り）
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§宇城市の紹介
平成１７年１⽉１５⽇、三⾓町

・不知⽕町・松橋町・⼩川町・豊
野町の５町合併による新設市。宇
⼟（うと）郡と下益城（しもまし
き）郡の合併により宇城市と命名

⼈⼝ 59,756⼈（平成27年度国調）
⾯積 188.61k㎡
平成30年度⼀般会計当初予算

36,378,767千円
平成28年度財政⼒指数

0.39
平成28年度経常収⽀⽐率

94.9%
© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ
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§世界⽂化遺産「三⾓⻄港」
•「明治⽇本の産業⾰命遺産 九州
⼭⼝と関連地域」の構成資産の⼀
つ
•明治三⼤築港の⼀つであり、明治
２０年に開港。平成２７年に登録
•⽯積み埠頭をはじめ、当時の施設
がほぼ原型のまま現存

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ

4



§さしより野菜推進プロジェクト
•「さしより」は熊本弁で「まず、とりあえず」という意味
•野菜から⾷べて、⾎糖値の急上昇を抑制し、糖尿病の予防

※Ⅱ度以上(⾎圧160以上／100以上）⾼⾎圧者の割合が県内14市で最上位（H26〜H28）
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導入までの背景と経緯
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§背景①〜⼈⼝減少
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§背景②〜将来推計⼈⼝

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ

（市町村数） （増減率）

（人口：千人）
出典：政府統計の総合窓口(e-Stat)、社会保障・人口問題研究所
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§背景③〜総⼈件費抑制

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ
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670(H17)

512 (H28)



§平成28年熊本地震が発⽣

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ
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4/14
21:26 熊本地震前震発⽣（震度6弱）
22:15 災害対策本部設置
22:45 避難所開設

4/15
0:03 熊本地震中震発⽣（震度6強）
9:00 熊本県を通じた⾃衛隊派遣要請

4/16
1:25 熊本地震本震発⽣（震度6強）

■⼈的被害
死亡者（災害関連死含む）12⼈、重傷48⼈、軽傷95⼈

■罹災証明書発⾏件数 8,592件
内訳︓全壊539件（6.3％）、⼤規模半壊362件（4.2％）、半壊2,034件（23.7％）、

⼀部損壊5,657件（65.8％）
■被害額合計 12,814百万円

内訳︓農林⽔産業2,616百万円、公共施設2,122百万円、商⼯8,076百万円

【平成30年9月19日現在】



§問題〜マンパワー不⾜

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ

熊本地震に係る職員アンケート調査より

・国や県からの事務権限移譲の増加や地⽅創⽣業務の増加
・熊本地震における災害復興業務への対応⇒マンパワー不⾜

○避難所運営 ○物資配給・運搬
○家屋等被害調査 ○罹災証明発⾏
○住⺠⽀援業務 ○内部調整・外部対応

など
※多くの職員が災害対応に追われ⾁体的・精神的にも不調を感じていた。（アンケート調査）

▲物資運搬の様⼦
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§検討事項

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ
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マンパワー

不足

人材の確保

生産性の向上

品質向上

人と時間の

余裕を作る

住民ニーズ

の多様化

組織の

変革

問題 課題 解決策
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§Ｈ２９業務改⾰モデルプロジェクト
団体名 人口 取組内容の特徴

北海道
北見市

119,135 窓口支援システムを活用した地方都市における業務平準化モデル
・独自に構築した「窓口支援システム」を活用しながら、ＢＰＲの手法により、業務集約化・アウトソー
シングを検討 など

千葉県
船橋市

630,185 窓口業務プロセス改革事業
・窓口業務プロセスの「可視化」によって、業務フローを再構築 など

滋賀県
彦根市

112,657 総合窓口導入とアウトソーシングの一体的促進
・基本的な窓口サービスに加え、移住や観光などの各種サービスの相談機能を統合した「なんでも
相談所」を設置 など

滋賀県
草津市

132,116 利便性の向上のための総合窓口化及びアウトソーシングとおうみ自治体クラウド協議
会を母体とする共同アウトソーシングによる広域展開検討事業
・おうみ自治体クラウド協議会を母体とした広域展開事業（近隣他市との共同アウトソーシングの導
入）による、さらなる事務の効率化及びコスト削減を検討 など

大阪府
河内長野市

107,890 総合的庁内業務改革及び広域連携による共同処理業務改革検証事業
・既に導入している広域連携による共同処理業務（福祉、まちづくり、環境）について、広域連携業務
の拡大、既存業務のアウトソーシングを検討

福岡県
須恵町

27,825 自治体連携業務改革アウトソーシング推進事業
・小規模自治体において、窓口業務及び内部管理業務の総合的な集約化・アウトソーシングを検討
など

熊本県
宇城市

59,928 RPA等を活用した窓口業務改革
・内部管理業務について、RPA（Robotic Process Automation）による業務自動化を検証 など

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ



手作業から自動化へ
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§ＲＰＡとは︖

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ

■RPA（Robotic Process Automation）は、プログラミン
グ⾔語やGUIを使⽤して構築したソフトウェアロボットの
ことで、パソコン上で⾏うキーボード操作やマウス操作な
どを⾃動化することが可能。

■RPAは、⼀般的にキーボードやマウスを使って処理する
定型業務やルーティン業務に向いており、⼈間よりも素早
く、正確かつ無駄なく処理することができる。

■具体的には、「メールを受信して、添付書類（エクセル
等）を開き、リスト化されているデータを別ファイルに⼊
⼒（転記）、メールを送信する」といった複数のシステム
にも対応できる。
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§ＲＰＡの主な特徴

できること
• キーボード操作の⾃動化
• マウス操作の⾃動化
• 画⾯の⽂字や図形の判別
• 異なるアプリ間でのデー
タの受渡し

• 多種多様なアプリの起動、
終了

• 指定⽇時に実⾏できる

できないこと
• ⾃ら学習、判断すること
（ただし、事前に決められ
たルールがあればそのルー
ルに照らし合わせて判断す
ることは可能）

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ
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§ＲＰＡの類型

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ

項⽬ 設定型 開発型

設定作業 ⽐較的容易 プログラミングの知識が必要

業務範囲 限定的（ツールに依存） 広範囲

カスタマイズ 個別対応（ツールに依存） 複雑な処理も可能

処理能⼒ 環境に依存 複雑な処理も可能

エラー処理分岐 エラー分岐が多くなるほど分かりに
くくなる 複雑なエラー処理でも分かりやすい

業務フローの変更 おおむね難しい（ツールに依存） 対応可能

運⽤・維持 ⽐較的簡単（ツールに依存） 簡単

開発コスト 業務規模に依存 ⽐較的安価（⾃由度が⾼い）

①職員の負担を増やさない、②業務環境の適応性の観点
➢開発型ソフトウェア「ＲＯＢＯＷＡＲＥ」を実証実験で採⽤
（販売元︓株式会社イーセクター）

協⼒︓株式会社ビジネスインサイト／⼤阪

※出典︓「ＲＰＡ導⼊のために知っておきたい⾖知識（イーセクター）」より筆者作成
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§棚卸対象業務

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ
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・棚卸し対象業務 全123業務

・専⾨、定型的業務⼜は他都市で委託等を実施し、⺠間のノウハウが発揮されて
いる業務等の観点から抽出

担当部署 業務数 担当部署 業務数 担当部署 業務数

市民課 23 スポーツ振興課 4 文化課 2

教育総務課 17 社会福祉課 3 商工振興課 2

総務課 11 生涯学習課 3 企画部・土木部・経済部 1

上下水道課 7 衛生環境課 3 企画課 1

税務課 6 都市整備課 3 農林水産課 1

まちづくり観光課 6 市長政策室 3 農政課 1

こども福祉課 5 健康づくり推進課 2 収納課 1

会計課 4 情報統計課 2

契約検査課 4 中央図書館 2

高齢介護課 4 農業委員会 2

➢棚卸し対象業務の抽出にあたっては、全部局に依頼をし、各部局の意識を確認



§業務棚卸⽅法
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業務番号 1(1)

市民
職員Ａ

（看護師）
職員Ｂ

（看護師）
他の部署

等
①アウト
ソース

②業務集
中

③フローと
帳票統一

④ＲＰＡ

1 ● 1 ○

2 ● 1 ○

3 ● 1 ○ ○

4 ● 1 ○ ○

5 ● 2 ○

6 ● ● 1

7 ● 1 ○

8 ● 1 ○

9 ● 2

すべての予診票に日付・発行Ｎｏ．を入れる

予診票に接種者の氏名を記入してもらう

接種間隔、接種期限を説明し、保護者へ予
診票を交付

受付（予診票発行申請書へ記入）

母子手帳で接種履歴確認

総合行政システムで接種履歴確認

申請するワクチンの接種・対象年齢である
かを確認

ワクチンの種類に応じて、接種回数分の予
診票・説明書を準備

審査（ダブルチェック）

業務行程のカテゴライズ

年間取扱件数 580件 処理時間（分／件） 11分

■業務工程表

無

ＮＯ． 業務行程

現行の業務フロー

時間

【備考欄】

・当該業務は保健師か看護師の資格があり、習熟した者しか担当できず、現在も市の一般職員は従事していない。
・子どもの予防接種は、必要な予防接種の種類が多く、接種回数や間隔等も把握したうえで業務に従事しなければならないため専門性が高い。
・保健師でも2人でダブルチェック体制をとっている。
・現在の保健師の人数は13名（本庁内ではなく、保健センター勤務）。
・申請以外の相談業務等も含む。
・システムの利用権限付与の問題。

業務大分類 予防接種関係の各種届出書・申請書の受付及び予診票等の交付

業務中分類 予診票発行（契約医療機関）（新規・紛失）

担当課  健康づくり推進課 使用する申請書 予防接種予診票発行申請書

必要添付書類等 母子健康手帳 住民への交付物 予診票、説明書（該当する予防接種の種類分）

手数料の有無

　　　　　　⇐コピーしてお使いください

担当者
住民

窓口／待合／自宅

平均処理時間

（分）

1 保健師（看護師）Ａ 窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅 1

2 保健師（看護師）Ａ 窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅 1

3 保健師（看護師）Ａ 窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅 1

4 保健師（看護師）Ａ 窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅 1

5 審査（ダブルチェック） 保健師（看護師）Ｂ 窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅 1

6 保健師（看護師）Ａ 窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅 2

7 保健師（看護師）Ａ 窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅 1

8 保健師（看護師）Ａ 窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅 1

9 保健師（看護師）Ａ 窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅 2

10 窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅

窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅

窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅

窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅

窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅

窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅

窓口　　　／　　　　待合　　　　／　　　自宅

※自宅＝数日かかる手続きの場合

上記業務に関して、より効率化できると思う点はありますか。あれば自由にご記入ください。

過誤防止のため、予防接種法を熟知している者が対応する必要がある。発行する種類や対象者人数によっては、２０～３０分かかる場合もある。

担当課 健康づくり推進課

予診票発行（契約医療機関）（新規・紛失）

業務大分類
予防接種関係の各種届出書・申請書の受付及

び予診票等の交付

業務中分類 予診票発行（契約医療機関）（新規・紛失）

使用する申請書

（インプット）
予防接種予診票発行申請書

住民が必要な書類 母子健康手帳

交付物名称

（アウトプット）
予診票、説明書（該当する予防接種の種類分）

手数料の有無 無

業務作業工程（記入例）
※「住民異動届【転入】」の場合

業務作業工程

受付 受付（予診票発行申請書へ記入）

本人確認 母子手帳で接種履歴確認

申請内容の確認・住所確認・世帯主確認 総合行政システムで接種履歴確認

保険年金等・他課への案内、資料配布 申請するワクチンの接種・対象年齢であるかを確認

システム登録

ワクチンの種類に応じて、接種回数分の予診票・説明書を準備登録内容確認

すべての予診票に日付・発行Ｎｏ．を入れる審査

通知カード新住所裏書

接種間隔、接種期限を説明し、保護者へ予診票を交付住民票等の交付、他課への案内

予診票に接種者の氏名を記入してもらう

＜お願い＞

①業務一覧に基づき「業務大分類」「業務中分類」「担当課」をご入力ください。

②「使用する申請書」「住民が必要な書類」「交付物名称」「手数料の有無（プルダウン）」をご入力ください。

③業務作業工程（記入 例） にな らい、 当該業務 について の業務作業工程をご入力く ださ い。

④各作業工程について、 担当者をご 記入く ださい。

（窓口担当者、後方担当者Ａ、 後方担当者 Ｂ、 管理者 等の記入で構いません）

⑤その作業工程の間、 住民の方は窓口・待合・ 自宅 のどこで お待ちか○ をつけて くださ い。

⑥各作業工程について、 おおよそかか る平均処理時 間をご 記入く ださ い（ご担当者様の感覚的な処理時間で

構いません）。
※1分未満は0 .5、1分以降は1分単位で 入力

水色のセルの部分のみ入力をお願いします！

棚卸シート フロー分類表
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➢公益財団法⼈地⽅経済総合研究所（肥後銀⾏系）等の⽀援により棚卸作業を実施



§業務棚卸結果

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ

21

➢時間⽐率と取扱件数を基準に業務の分類を実施



§分析結果
宇城市におけるＲＰＡ導⼊による効率化可能時間は・・・

年22,654時間（11.8⼈）
→棚卸した業務の約17％

【前提条件】
※全業務を棚卸してはいない。
※作業時間は、現場担当者の感覚によるもの。

（同業務で複数⼈担当者がいる場合は、その平均値。）
※ＲＰＡ化の仕分け作業は、現場担当者に対し⺠間事業者によ

るヒアリングを実施。その後、プロジェクトチームの意⾒を
踏まえ、最終的に仕分けを⾏った。

※紙媒体から電⼦媒体への変更も加味していない。
※ＯＳやアプリケーション等の環境も考慮していない。
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§ふるさと納税業務の主な作業フロー
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枠囲みの作業フ
ロー全体が
手作業から自動化
となった部分

【ふるさと納税選定理由】
⾝近な業務へＲＰＡを導

⼊することで、そこから⾒
える課題やその他業務への
適⽤の可能性などを検討す
るほうが近道と考えた。
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【費⽤対効果】
導⼊費⽤2,345万円（5年）÷4業務（職員給与、ふるさと納税、住⺠異動、会計出納）
➢費⽤対効果額

④114.6万円×5年－586万円（１業務当たりの概算費⽤／5年）＝▲11万円

【歳出削減の考え⽅】

【歳出削減効果】
※1⽇に⾏う作業
ダウンロードとアップロード 16分×5サイト＝80分
年間240⽇×80分＝19,200分・・・①
転送・印刷作業 3分×585件＝1,755分・・・②

※職員⼀⼈当たり年間労働時間 1,920時間（8h×240⽇）
※職員⼀⼈当たり時間単価 3,285円（H28職員給与費）

§実証実験の結果
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【考察】
・ふるさと納税業務においては、本市の今年度の業務量では、費⽤対効果といった点ではあまり効果が得

られないという結果となった。（ただし、5年間の試算。）
・費⽤対効果を上げるためには、複数業務へ⼀括してRPAを導⼊するといった⼯夫が必要となる。

また、⻑期にわたって導⼊継続することによってさらに効果は得られる。
・1⽇1時間以上の定型業務やルーティン業務への適⽤が効果を⽣み出す⼀つの⽬安（導⼊費⽤に依存）

○平成29年度の実績（4⽉〜12⽉）を基に算出
➢ダウンロード・アップロード 5サイトで実施

（1サイト当たり16分）
➢銀⾏振込・郵便振替の件数 585件

（1件当たり3分）

削減時間＝①＋②＝20,955分÷60分＝349時間・・・③
⼈員換算＝③÷1,920時間＝0.18⼈
歳出削減額＝③×3,285円＝114.6万円・・・④
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§導⼊効果
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【30年度導⼊予定としているＲＰＡの導⼊効果試算】
ふるさと納税業務 349 時間
住⺠異動届 865 時間
職員給与 558 時間
会計審査・出納業務 1,860 時間

合計時間 3,632 時間

【5年間の費⽤対効果額】
⼈件費＝3,632時間×3,285円＝1,193万円／年

➢1,193万円×5年－2,345万円（費⽤）＝3,620万円

※合計時間の数値は、年間効率化可能な時間
※⼈員換算＝1,920時間／年（8時間×240⽇）

⼈件費＝3,285円／時間（H28普通会計決算職員給与費より算出）
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§導⼊効果（イメージ）
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§⼈と時間の再配分（導⼊のねらい）
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§副次的効果
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ＲＰＡ導⼊

⾒える化
（業務フロー）

ムダの発⾒
（業務改善）

職員の意識醸成
（意識改⾰）

組織の変⾰
（内部統制）

作業時間効率化

付加価値の⾼い
業務へシフト

⽣産性向上

コスト削減

財政健全化



経過と課題、今後の展開
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§経過
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・6⽉5⽇ Ｈ２９業務改⾰モデルプロジェクト事業採択

・6⽉22⽇ 事業説明会

・6⽉26⽇ ＲＰＡ説明会

・7⽉7⽇ ＲＰＡデモ

・7⽉19⽇、20⽇ 棚卸作業説明会

・10⽉16⽇〜18⽇、25⽇、２6⽇ 棚卸結果ヒアリング

・12⽉18⽇ 庁内職員向け成果発表会
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§現場の声・反応
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・アールピーエーって何︖
・ペッパー君みたいなロボット︖︖

↓↓↓
・すごい︕便利だな
・興味が湧いた
・早く導⼊してほしい
・仕事が楽になる
・単純な作業がなくなる

▲庁内職員向け発表会の様⼦
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§今後の課題
（１）デジタル化

→「⼿書き」書類の存在

（２）標準化
→各種様式、業務プロセス⾒直し⽅法

（３）クラウド化
→共同利⽤の⽅法、セキュリティ対策

© 2018 ＵＫＩ Ｃｔｉｙ
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§今後の展開
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■最適なツール選定及び適⽤業務拡⼤へ

■最先端技術（ＲＰＡ、ＡＩ等）を駆使した⾏政サービスの提供

地⽅創⽣
業務

権限移
譲業務

復興業
務

⼈（職員や住⺠等）RPA・AI等

共存
各種課
題解決
に取り
組む

33

本格導⼊第1弾（Ｈ３０．８
〜）としてＮＩＣＥ ＡＰＡ
（（株）アイティーフォー）
を公募型プロポーザルにより
選定

職員給与、ふるさと納税、住
⺠異動、会計、後期⾼齢、⽔
道の６分野の作業を⾃動化し、
職員の作業負担軽減を⽬指
す︕
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§導⼊検討⾃治体
■都道府県

茨城県
埼⽟県
東京都
神奈川県
⻑野県
静岡県
滋賀県
京都府
⼤阪府
和歌⼭県
⿃取県
徳島県
沖縄県

■市区町村
宮城県仙台市
茨城県つくば市
茨城県笠間市
千葉県船橋市
東京都港区
東京都葛飾区
東京都東⼤和市
神奈川県横浜市
⽯川県⾦沢市企業局
⽯川県加賀市
愛知県⽝⼭市
愛知県⼀宮市
愛知県春⽇井市
三重県桑名市

滋賀県⼤津市
⼤阪府泉⼤津市
⼤阪府⾼槻市
奈良県奈良市
和歌⼭県橋本市
広島県廿⽇市市
⼭⼝県下関市
⻑崎県佐世保市
⼤分県別府市
熊本県熊本市
熊本県荒尾市
⿅児島県⿅屋市
沖縄県那覇市

ほか
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※順不同
（平成30年10⽉26⽇現在）



■平成29年度業務改革モデルプロジェクト報告書
（平成30年3月28日）
／総務省

■月刊Ｊ－ＬＩＳ 3月号
（平成30年3月1日）
／地方公共団体情報システム機構

■地方自治職員研修 6月号
（平成30年6月15日）
／公職研

■住民行政の窓 平成30年8月号、10月号
（平成30年8月10日、10月10日）
／日本加除出版
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§報告書及び書籍のご紹介
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熊本県宇城市総務部市長政策室 中山健太
（代表）０９６４－３２－１１１１
(直通) ０９６４－３２－１８０３

(LGWAN)shichoseisakushitsu@city.uki.lg.jp
(Internet)shichoseisakushitsu@city.uki.kumamoto.jp
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最後までご清聴いただき
ありがとうございました。
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〜宇城市シティプロモーション〜
※「ＩＳＭ」と「宇城に住む」を合わせた造語


